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国総研の重点研究に関するＨ２６年度予算決定概要について 
 

 

 

 
 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

新規課題名 

  安全・安心の確保  

・津波防災地域づくりにおける自然・地域インフラの活用に関する研究   （P３） 

・巨大地震に対する中低層建築物の地震被害軽減技術に関する研究     （P４） 

・地震時の市街地火災等に対する都市の脆弱部分及び防災対策効果の評価に関する研究 （P５） 

・リスクマネジメントの観点を組み込んだ維持管理の持続性向上手法に関する研究 （P６） 

・空港舗装の点検・補修技術の高度化に関する研究            （P７） 

  持続可能で活力ある国土・地域の形成と経済活性化  

・住生活満足度の評価構造に基づく住宅施策の効果的実施手法に関する研究 （P８） 

・都市の計画的な縮退・再編のための維持管理技術及び立地評定技術の開発 （P９） 
 
継続課題については資料Ｐ１０参照 

 国総研が平成２６年度に進める重点研究は、津波や巨大地震対策等「防災・減災対策」、

リスクマネジメントや点検・補修技術の高度化等「老朽化対策」、住生活満足度や集約

型都市構造への転換等「持続可能で活力ある国土形成」の新規７課題を含む１８課題 

２３４百万円になります。 

上記の他、国総研では、国土交通省の研究機関として本省から予算の配分を受け、河川、道路、建築、住宅、港湾、空港等

の住宅・社会資本整備に資する調査研究を行っています。 

   平成２６年度 重点研究予算額  ２３４百万円 

 

  ・安全・安心の確保                 （新規５課題） 
  ・持続可能で活力ある国土・地域の形成と経済活性化  （新規２課題） 



 

 
 問い合わせ先 

 
【総  括】 

 
  （土木・建築関係）         （港湾・空港関係） 

 企画部 企画課長          管理調整部 企画調整課長 
 本田 肇  TEL:029-864-2674    鮫島 和範 TEL:046-844-5018
 
 

 
【新規要求課題】 

  
 ◆津波防災地域づくりにおける自然・地域インフラの活用に関する研究（土木） 
   河川研究部 海岸研究室長 
    諏訪 義雄   TEL:029-864-2327 
 
 ◆巨大地震に対する中低層建築物の地震被害軽減技術に関する研究（建築） 
   建築研究部 構造基準研究室長 
    小豆畑 達哉  TEL:029-864-4307 
 
 ◆地震時の市街地火災等に対する都市の脆弱部分及び防災対策効果の評価に関する研究 （建築） 
   都市研究部 部長 
    金子　　弘　　　TEL:029-864-3946 
 
 ◆リスクマネジメントの観点を組み込んだ維持管理の持続性向上手法に関する研究（土木） 
   総合技術政策研究ｾﾝﾀｰ 建設マネジメント研究官 
    小橋 秀俊   TEL:029-864-2486 
 
 ◆空港舗装の点検・補修技術の高度化に関する研究（空港） 
   空港研究部 空港施工システム室長 
    中島  晋   TEL: 046-844-5035 
 
 ◆住生活満足度の評価構造に基づく住宅施策の効果的実施手法に関する研究（建築） 
   住宅研究部 住環境計画研究室長 
    長谷川 洋   TEL:029-864-4236 
 
 ◆都市の計画的な縮退・再編のための維持管理技術及び立地評定技術の開発（建築） 
   都市研究部 部長 
    金子  弘   TEL:029-864-3946 
 





持続可能で活力ある国土・地域の形成と経済活性化 

 

都市の計画的な縮退・再編のための維持管理技術及び立地評定技術の開発【１６百万円】 
 
人口の減少と急速な高齢化の進行、産業構造の変化、厳しい財政状況化での行政サービ

スコストの増大等、都市をめぐる社会経済環境の大きな変化に対応し、都市の再構築を図
りつつ、集約型都市構造への転換が必要となっている。一方、拡散した郊外市街地の計画
的な縮退・再編のための計画、維持管理技術のほか、都市の再構築にも効果のある新技術
や新産業が市街地に立地した場合の都市環境の評定技術は確立されていない。 
このため、郊外市街地における縮退・再編エリアの客観的な評価・選定手法及び計画的
な縮退・再編の段階に応じた市街地の維持管理技術の開発並びに新技術や新産業を市街地
に受け入れるために必要となる立地評定技術の開発を推進する。 

研究内容 

現状の課題 

○人口減少と急速な高齢化の進行 
→郊外市街地において居住機能等が低
下し、荒廃していくおそれ 

→計画的な市街地の縮退、再編のしく
みが必要 

 
○集約型都市づくりの中で新技術、新産
業の適切な導入が課題 
→現行法では用途地域毎に立地制限あ
り、例外は個別許可が必要 

→新技術・新産業の及ぼす影響を適切
に予測する立地評定技術が必要 

■ 郊外市街地の計画、維持管理技術の開発 

■ 新技術・新産業の立地評定技術の開発 

 

○将来像予測手法と対策別地区分類手法の開発 

○縮退に応じた市街地の維持管理手法の開発 

・ｲﾝﾌﾗ･ｻｰﾋﾞｽ必要量と行政ｺｽﾄ分析手法の開発 

・市街地の縮退ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑと従後の維持管理手法 

・跡地活用ﾋﾞｼﾞﾈｽと再編事業ｽｷｰﾑの構築 

 
 
 

 
○新技術導入に伴う外部影響と軽減効果の実測 
 
 
 
 

太陽光発電の売電収益活用 IT 管理野菜工場への転用 
     （出典：農水省・経産省「植物工場の事例集」） 
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○主な外部影響要素の事前評定技術の開発 
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将来人口予測の例 



 

（昨年度からの継続要求課題一覧） 

 
 
 安全・安心の確保  

 

・大規模広域型地震被害の即時推測技術に関する研究（土木）           １１百万円 
 
・超過外力と複合的自然災害に対する危機管理に関する研究（土木）        ２５百万円 
 
・外装材の耐震安全性の評価手法・基準に関する研究（建築）           １５百万円 
 
・建物火災時における避難安全性能の算定法と目標水準に関する研究（建築）    １５百万円 
 
・沿岸都市の防災構造化支援技術に関する研究（建築）              １３百万円 
 
・下水道施設の戦略的な耐震対策優先度評価手法に関する調査（土木）       １０百万円 
 
・国際バルク貨物輸送効率化のための新たな港湾計画手法の開発（港湾）       ６百万円 
 
・津波災害時における港湾活動の安定的な維持方策に関する研究（港湾）       ７百万円 
 
・港湾分野における技術・基準類の国際展開方策に関する研究（港湾）        ６百万円 
 
 
 
 持続可能で活力ある国土・地域の形成と経済活性化  

 

・ＩＣＴを活用した人の移動情報の基盤整備及び交通計画への適用に        １１百万円 
 関する研究（土木） 
 
・地域の住宅生産技術に対応した省エネルギー技術の評価手法に関する研究（建築） １４百万円 


